
第１４回 道州制推進本部員会議開催状況

日時 平成２４年２月１４日（火）

９：００～

場所 知事会議室（本庁舎３階）

１ 開会

２ 副本部長（多田副知事）挨拶

３ 報告

○第５回提案に対する国の対応について

４ 議題

○北海道道州制特別区域計画（更新原案）について

５ その他

【副本部長挨拶】

・平成１９年１２月から、５回にわたり国に権限移譲などを求める提案を行ってきた。

今日は昨年１０月に提出した第５回目の提案に対する国の対応について報告する。

・また、国が定めている道州制特区基本方針の計画期間が平成２７年度まで延長された

ことに伴い、第１回定例道議会に議案として提出する予定である北海道道州制特別区域

計画（更新原案）について審議をお願いする。

・本道を取り巻く環境は、少子高齢化、地域医療や経済状況など厳しい状況にあるが、

北海道の持つ優位性を活かして自立的な地域づくりができるよう、道州制特区制度をこ

れまで以上に有効に活用するという方向で各部に検討をお願いしたい。

・今後の検討方法は改めて個別、具体的に相談をしていきたいと考えている。

食や環境、観光というテーマごとに道民の方々からのご意見に加えて、道の政策課題の

解決に留意しながら、国に特区提案を提出していきたいと考えている。各部には、なお

一層のご協力をお願いする。

【報告事項】

第５回提案に対する国の対応について○

＜事務局：資料１に基づき説明＞

（質問等なし）



【議題】

○北海道道州制特別区域計画（更新原案）について

＜事務局：資料３に基づき説明＞

（竹林地域振興監）

・事務局から説明があったが、ご意見あるいはご質問があればお出しいただきたい。

（総合政策部長）

・ ７ 今後に向けて」というところで、道州制特区制度の活用に向けて北海道価値で「

ある食・環境、観光というテーマごとに提案の検討を進めていくという考え方が示され

ている。総合特区の指定もあったので、総合特区制度と道州制特区制度の有機的な連携

を図り、相乗効果を出すことが大事ではないかと思う。

（建設部長）

・国から移譲されている工事又は事業の中に、開発道路や二級河川等の事業があるが、

様々な経過があり、財源措置が満足できるものとなっていない。今後、事務・事業の移

譲に伴い、必要な財源が確実に措置されるように国に働きかけることが、大事なことで

あり、是非そういう取組をお願いしたい。

（竹林地域振興監）

・財源措置については、国への施策提案・要望に入れているし、この道州制特区計画の

中でも課題として入れている。道州制特区制度の問題ばかりでなく、今後の権限移譲に

向けて１番のネックになるので、これからもしっかり主張して参りたい。

・この道州制特区計画の更新原案は、道議会には特別委員会に昨年から考え方をお示し

して論議してきたところであり、パブリックコメントの実施、それから有識者による提

案検討委員会でもご意見を伺った上で、取りまとめたものである。

（観光振興監）

・計画見直しは２７年度までということであるが、これまでも、色々な提案をしてきた

と思うが、今後、更にどういう仕組みで提案を行っていくのか。

（多田副知事）

・今までは、基本的に道民の方から色々なアイデアをいただき、有識者の提案検討委員

会において有効性、実現性などを審議し、担当部と並行して検討してきた。それだけで

いいのかということがあり、先程も話があったが、権限移譲が目的ではなく、具体的な

政策を実現するためのツールとして、国が持っている権限の移譲を受け、それを幅広く

使えるようにしていくことが重要なことから、総合政策部とも相談しながら、各部の政

策形成過程の中で、どのような課題があり、また、政策を展開していく中で、どのよう

な権限がネックになっているのか、また、事業や政策パッケージの中に道州制特区制度

を使うことにより全体としての政策効果を上げることができないかなどについて検討す

る仕組みを考えているところ。



例えば、道のバックアップ拠点構想や、国際観光などの枠組みの中に道州制特区制度

を使うことができないかというイメージである。各部が来年度の予算や政策議論をする

中で道州制特区制度の活用の可能性を議論する仕組みがつくれないか検討しているとこ

ろ。

（経済部長）

・食などそれぞれの分野で、課題や取組などについて、当面のものや、中期的なものな

ど様々なものがあると思うが、そういったものは、計画の今後の有効活用のところに盛

り込むのか。あるいは、政策形成過程や具体的な提案の検討の中で工夫するということ

か。

（多田副知事）

・基本的には、具体的な提案の検討の中で工夫していく必要があると考えている。

（竹林地域振興監）

・各部の懸案を解決する上で道州制特区制度という政策ツールがあるということを念頭

に入れていただきたい。この制度をどう使っていくかということについて、また論議を

させていただきたいと思う。そのほか質問等があればいただきたい。

＜質問等なし＞

（竹林地域振興監）

・それでは説明させていただいた特区計画の更新案について第１回定例道議会に提案さ

せていただきたいと思うのでよろしくお願いする。

＜計画（更新原案）了承＞

【その他】

＜特になし＞

【資 料】

資料１ 第５回提案に対する国の対応

資料２ 道州制特別区域計画の更新について

資料３ 北海道道州制特別区域計画（更新原案）の概要

参考資料１ 道州制特区提案の状況

参考資料２ 北海道道州制特別区域計画（更新原案）

参考資料３ 現行計画と更新原案の比較表









資料２ 

道州制特別区域計画の更新について 

 
１ 道州制特区制度の仕組み 
 ・ 国は、道州制特区推進法に基づき、「道州制特別区域基本方針」を定め、道は、基本方針に基づ

き、平成１９年３月に国からの移譲事務・事業等を盛り込んだ「北海道道州制特別区域計画」を

作成し、その後、国に提案し道に移譲が認められた事務をその都度、計画に追加。 

 ・ 「北海道道州制特別区域計画」は、国から移譲を受けた事務・事業等を道が実施する根拠とな

るもの。 

 ・ 国においては、基本方針に定めた計画期間が平成 23 年度で満了するため、2 月１０日に基本

方針を変更し、計画期間を平成 19 年度～平成 27 年度としたところ。 

   道としては、国の基本方針に沿って「北海道道州制特別区域計画」の計画期間を更新する。 

 

 

国 

道州制特別区域 

基本方針 
（H19～H23） 

道州制特別区域 

基本方針 
（H19～H27） 

  ※2 月 10 日閣議決定 

 
 
 

更新 
 
 
 

連
携 

 
 

 

 

道 

北海道道州制 

特別区域計画 
（H19～H23） 

 
●移譲事務・事業等を掲載 
（※提案が認められた権限移譲

事務をその都度追加） 

●法令の特例措置を適用する 
 根拠 

北海道道州制 

特別区域計画 
（H19～H27） 

 
●道議会議決後国へ提出・公表

●法の附則で施行後 8 年を経過

した場合、制度の検討を行うこ

ととされていることから平成

27 年度までとする。 

 
 
 
 

更新
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 計画の更新に向けた道としての対応 
 ・ 本道を取り巻く状況や道の政策の展開方向との整合性にも留意し、現状と課題、今後の取組な

どについて修正。 

 ・ これまで国から移譲を受けた事務・事業等の主な成果と今後の有効活用について新たに記載。 



資料３

北海道道州制特別区域計画（更新原案）の概要

１ 道州制特別区域計画の目標

(1) 北海道の設置
・ 明治２年、政府は「蝦夷」に11か国を設置し 「北海道」と命名。、
・ 北海道は、ひとくくりで一人の知事が置かれ、これまでも、面積の小さい順から積み上げた場合、

22都府県のエリアに相当する広域行政を効率的に実施。

(2) 北海道の現状と課題
・ 人口減少や少子高齢化が急速に進む中、依然厳しい経済情勢にあるほか、経済社会生活圏の広域化に対

応し、広域行政の一層の推進が必要。
・ 本道の優位性を活かし、自立的発展をめざすとともに、高い食料供給力などを活かし、バックアップ拠

点としての役割の発揮を通じて、我が国の経済活動や国民生活の安定はもとより、災害に対し強靱な国土
の形成にも本道が積極的な役割を果たしていくことが求められている。

ア 北海道価値を最大限に活用
・ 安全でおいしい食や優れた自然環境など、北海道の優位性である「北海道価値」を磨き上げ最大限に

活用し、自立的な発展を図っていくことが重要。

イ 地域の暮らしを支えるための基盤の整備
・ 広域分散型の地域特性を踏まえ、広域的な視点から、道路、河川などの社会資本の効率的かつ総合的

な整備に努め、人口減少社会における地域づくりの先行的な取組が求められている。

ウ 広域的な視点からの自立的な地域づくりの推進
・ 市町村がまちづくりの総合主体としての役割を果たしていくためには、道と市町村が連携、協働し、

広域的な視点から効果的な政策展開に努めていくことが必要。

(3) 道州制特別区域計画の趣旨及び今後の取組
ア 目 的

地方分権の推進、行政の効率化及び北海道の自立的発展を図ること

イ 計画期間
平成１９年度から２７年度（９か年間）

ウ 移譲範囲
法により移譲が可能と認められた事務、事業等のうち、道が国から権限、財源の移譲を受けて自ら実施

しようとする範囲を定める。

エ 今後の取組
(ｱ) 地方分権の推進
・ 市町村の意向を踏まえ、道から市町村への権限移譲の一層の拡大に努めていく。

・ 市町村の行財政基盤を強化するため、道市長会や道町村会と連携し、定住自立圏構想や広域連合な

どの広域的な連携を活用した地域づくりを進めていく。

・ 地域を重視した道政の推進を図るため、振興局を「地域づくりの拠点」とし、市町村など地域の関

係者と一体となった地域振興施策の推進に取り組んでいく。

(ｲ) 行政の効率化
、 、 。・ 職員給与の独自縮減措置のほか 職員数適正化など 行財政改革を道自ら不断に取組を進めていく

(ｳ) 北海道の自立的発展
・ 国に提案した項目のうち、札幌医科大学の収容定員の柔軟な変更が可能となったことや、水道法や

ＪＡＳ法に基づく監督権限の国からの移譲に伴い、事業者への迅速かつ一貫した指導監督が実現した
ことにより、地域医療の確保に向けた取組や暮らしの安全・安心の確保などにつながってきている。

・ 今後も、道民からの意見などを基に道の政策展開の円滑化や自己完結性を高めることにも留意しな
がら、提案を積み重ね、国から道への権限移譲や全国一律の基準の緩和とともに、条例の制定範囲の
拡大等を行うことにより、北海道の自立的発展を目指していく。

(注)下線を引いた箇所は現計画を修正又は追加した部分。

－ －1



北海道が広域的施策と併せて実施する特定事務等２ 北海道が実施する広域的施策の内容 ３

国から移譲を受ける事務、事業等と一体的に次
の広域的施策を展開。
(1) 地域の実情に即した公費負担医療等の適切 (1) 国又は独立行政法人が開設する医療機関に係

な提供 る公費負担医療等を行う指定医療機関等の指定
(2) 商工会議所に対する許認可手続等の円滑化 (2) 商工会議所に対する監督の一部
(3) 調理師資格者の資質の向上 (3) 調理師養成施設の指定
(4) 鳥獣の捕獲等の許可手続の円滑化 (4) 鳥獣保護法に係る危険猟法（麻酔薬の使用）

の許可
(9) 地域医療を担う医師の確保 (5) 札幌医科大学の収容定員の変更に伴う学則変

更に係る文部科学大臣への届出の廃止
(10)水道水の安全性及び安定供給の確保 (6) 水道法に係る水道事業及び水道用供給事業の

認可

北海道が広域的施策と併せて実施する工事又は事業４

民有林の直轄治山事業の一部（２地区）(5) 保安施設の整備等による森林の保全 (1)
砂防設備の整備等による土砂災害対策の推進 直轄通常砂防事業の一部（２水系）(6) (2)
道路の整備等による安全・安心な道路網の構築 開発道路に係る直轄事業（５路線）(7) (3)

二級河川に係る直轄事業（２水系）(8) 河川の整備等による治水対策の推進 (4)

５ その他の取組

(1) 連携・共同事業
・ 広域行政の推進に資するため、道と国の地方支分部局等が連携・共同して、事務、事業を実施。

○国有林と民有林が一体となった森林づくり
○国と道の気象・河川・火山観測情報や道路などの管理情報の一元化・共有化
○防災体制や防災装備の一元的な管理・運用
○道路管理者が連携した案内標識の整備 など２１の事業

６ 広域的施策の施策効果の把握及び評価

・ 広域的施策の推進状況、施策の効果とともに、地域社会や本道経済への影響等を適切かつ客観的に評価す
る。

・ 広域的施策の推進状況等は、毎年度、フォローアップ作業を通じて把握をしたうえで、評価を実施。

７ 今後に向けて

(1) これまでの取組の主な成果
ア 国からの移譲を受けた事務・事業について

・道が実施していた事務・事業と一体的に行うことにより効率的な執行が図られているほか、申請窓口

の一本化や事務の処理期間の短縮化といった道民・利用者の利便性向上が図られている。

・一部の権限の移譲を受けた事務については、窓口が依然として、国と道に分かれていることや、財源

の確実な措置を図るためのルールの確立などが課題。

イ 権限移譲等を求める国への提案について
・提案が実現したことにより、地方の裁量権が拡大し、事業者への迅速かつ一貫した指導監督が実現す

、 、 。るとともに 暮らしの安全・安心の確保が図られるなど 本道の自立的な発展につながってきている

(2) 道州制特区制度の有効活用に向けて
・本道の優位性である「北海道価値 （食・観光、環境など）を最大限に活かし、一体的かつ効果的に自」

立的な地域づくりが可能となり、また、道はもとより、地方の裁量権の拡大につながるよう、今後も

道民からの意見などを基に、力強い経済の構築や安全・安心な暮らしの実現などに向けて、国から道

への権限移譲などを求める提案を積み重ねていく。

・具体的な提案に当たっては、食・観光、環境などのテーマ毎に、道民からの意見などを基に、道の政
策課題の解決にも留意しながら、総合的に検討を行い、本道の自立的発展につながる提案となるよう
努めていく。

・既に移譲を受けた事務について、さらなる利便性の向上を図るため、関連する事務の移譲を検討する
とともに、必要な財源が確実に措置されるよう国に働きかけ、道州制特区制度のより一層有効な活用
に努める。

－ －2



国への

 

提案時期等

H19/10/3

 

第１回答申

H19/12/12

 

道議会議決

 

H19/12/19

 

国へ正式提案

H20/3/21

 

[国] 推進本部
基本方針変更の

 

閣議決定

H19/12/18

 

第２回答申

 

H20/3/26
道議会議決

H20/3/31
国へ正式提案

H21/3/27

 

[国] 推進本部
基本方針変更の

閣議決定

国の対応状況等

地 域
医 療

○札幌医科大学の定員自由化に関する学則変更
届出先の知事への変更

労働者派遣法に基づく医師派遣地域の拡大

地方公務員派遣法に基づく医師派遣先の拡大

食の

 

安全・安心
ＪＡＳ法に基づく監督権限の移譲

くらしの

 

安全・安心
○水道法に基づく監督権限の移譲

環 境

国土利用の規制権限等の移譲

人工林資源の一体的な管理体制の構築

森林関係審議会の統合

廃棄物処理法に基づく権限の移譲

観 光

特定免税店制度の創設

○外国人人材受入れの促進

地域限定通訳案内士試験における裁量の拡大

地方自治
町内会事業法人制度の創設

法定受託事務の自治事務化

国際観光振興業務特別地区の設定

企業立地促進法に基づく権限の移譲

北海道のニーズを見極めつつ継続検討

21年度政令改正により全国で実現

第1回提案（H19.12.19提案

 

H20.3.21閣議決定）

第２回提案（H20.3.31提案

 

H21.3.27閣議決定）

道州制特区提案の状況

維持管理費に係る国直轄事業負担金制度の廃止

道道管理権限の町村への移譲

福祉運送サービスに係る規制緩和

○指定都市等の要件設定権限の移譲

コミュニティハウスの制度創設

第３回提案（H20.10.8提案

 

H21.3.27閣議決定,

 

H22.3.26一部変更）

H20/7/18

 

第３回答申

H20/10/3
道議会議決

H20/10/8
国へ正式提案

H21/3/27

 

[国] 推進本部
基本方針変更の

閣議決定

地方自治
・

地域再生

分権改革の検討状況を踏まえて検討。農地転用

 

許可は新農地法施行後５年を目処に検討

現行制度で対応可能な範囲を明示し通知

現行制度で対応可能であることを通知

モデル事業の実施及び省令改正により対応

別の手法による実現について別途検討

道州制の税財政等のあり方を踏まえ検討

別の手法による実現について別途検討

道の試験実施状況を踏まえ継続検討

現行制度で対応可能な範囲を明示し通知

運用変更により全国展開

分権改革推進要綱に基づき検討し全国措置

通知により推進。実施状況を踏まえ社会福祉法

 

の見直しの中で制度化を検討

関連の提案と一体的に検討

「条例による法令の上書き権」の創設

○国の出先機関等に係る予算・人員等の情報開示

郵便局の活用が可能な地方公共団体事務の拡大

健康食品に関する北海道独自の表示基準の創設

○過疎地域等における病院と診療所の連携に係る特例
措置

第４回提案（H21.7.16提案

 

Ｈ22.3.26閣議決定）

H21/4/10

 

第４回答申

H21/7/3
道議会議決

H21/7/16
国へ正式提案

H22/3/26
基本方針変更の

閣議決定

地方自治
・

地域再生

地域医療

健康づくり
産業

道と定期的な意見交換を実施

現行で対応可能な範囲を明確化し通知

現行制度で対応可能である旨を通知

現行制度で対応可能な範囲を明確化し通知

健康食品の表示に関する検討等を踏まえ

 

継続検討

維持管理にかかる負担金制度を廃止

地方分権改革推進計画に基づき条例制定権

 

を拡大

基本的には対応困難。現行制度で一部対応

 

可能である旨通知

20年度政令改正により21年度移譲

 

財源については交付金として73万円を措置

20年度政令改正により届出廃止

19年12月の政令改正により全国で実現済

第５回提案（H23.10.28提案

 

Ｈ24.2.10閣議決定）

H23/5/11

 

第５回答申

H23/10/7
道議会議決

H23/10/28
国に正式提案

H24/2/10
基本方針変更の

閣議決定

地方自治
・

地域再生

「ふるさと納税」のコンビニでの収納

税制上の優遇措置を受けられるＮＰＯ法人を適正かつ円滑に

認定・監督するための国と道等が連携を図る仕組みなどの法制化

自家用有償旅客運送の登録権限の移譲及び
登録要件等に係る裁量権の拡大

北海道が認定するアウトドア事業者による自家用有償
旅客送迎を可能とする道路運送法の適用の拡大観 光

23年12月の政令改正により全国で実現

登録権限の市町村への移行等について検討。
現行制度で対応可能な範囲を明確化し通知

現行制度で実施可能な範囲を明確化し通知

現行制度で対応可能である旨を通知
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